
 
 

Ⅱ－６ 在宅介護者の健康権保障に向けた在宅介護制度構築への視座 

―フィンランドの親族介護支援法を参考に― 

 

井口 克郎・森山 治 

 

はじめに 

日本では国の進める地域包括ケア構想や「ニッポン一億総活躍プラン」（2016 年）に見る

ように、家族等の在宅介護者による介護を求める潮流が強まってきている。しかし、雇用

の不安定化や在宅介護者の高齢化等の進行の中で、家族における介護基盤は脆弱化し、在

宅介護者の健康悪化や疲弊が生じている。 

本報告では、在宅介護者の健康権を保障できる在宅介護制度のあり方について、フィン

ランドの親族介護支援法とその政策背景を参考にし、最低限必要な制度構築への視座につ

いて検討する。フィンランドでは、1993 年に親族介護支援制度が示され、2005 年に親族介

護支援法が制定（2006 年に施行）された。親族介護支援制度は、在宅における要介護者を

介護する家族や親族等の者（本稿では、親族介護者もしくは在宅介護者と表記）と自治体

が親族介護契約を交わす枠組みを示したものであり、親族介護者に介護報酬を支払うユニ

ークな制度として知られるようになってきている。本稿では、このような制度がフィンラ

ンドでつくられた背景と現状について検討し、現在の日本の家族介護を推奨する政策動向

の問題点と課題について提起する。 

 

１ 日本における介護人材政策の動向と在宅介護者 

（１）社会保障制度改革推進法と介護保障制度後退 

・介護保険制度の発足（2000 年）と建前、思惑 

建前上の理念：「介護の社会化」、競争によるサービスの質向上、サービス選択の自由等 

財政的思惑：新自由主義「構造改革」下における公的医療保険制度の財政抑制、措置制

度（税方式）解体による国家責任や財政の抑制等 

・制度発足以降、介護報酬および制度改定の中で、度重なる様々な給付抑制施策の推進。 

・2012 年 8 月に、民主・自民・公明 3党協議の下で社会保障制度改革推進法成立。       

社会保障制度改革にあたっての基本的方向性として、「家族相互及び国民相互の助け合い」

を重視し、「サービスの範囲の適正化」「効率化及び重点化」という社会保障給付範囲の

限定、社会保障費の抑制を行うために、国は自らの生活保障の責任や役割を、家族及び

近隣における「自助」「互助」に転嫁。 

→介護分野でもいっそうの給付抑制や制度後退。 

例）2015 年改定…特養の入居規制強化、一部自己負担の引き上げ、介護予防給付（訪

問介護・通所介護）の「総合事業」への移行等。 

⇒介護保険制度全体のサービスの質や機能の縮小、弱体化が進められる中で、そこから排

除される要介護者の介護の受け皿としての役割を求められているのが、家族介護におけ

る在宅介護者や、ボランティア等。 

・「経済財政運営と改革の基本方針 2015～経済再生なくして財政健全化なし～」 

家族介護のために働く人々が離職しキャリアが断絶される「介護離職」を問題視し、そ
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の防止を一つの目標に掲げた。同時に、持続的な経済成長を追求するための方策の一つ

として、「女性活躍、教育再生をはじめとする多様な人材力の発揮」を掲げ、経済成長追

求のために、従来専業主婦等として非労働力状態にあった女性等をいっそうその担い手

として「活用」するため、経済等各分野での女性の参画拡大を提起［首相官邸，2015：

12 ページ］。 

・2015 年 9 月 経済政策「アベノミクス」における「新・3本の矢」 

「介護離職ゼロ」社会の提示。 

・2016 年 6 月「ニッポン一億総活躍プラン」 

介護人材確保策として在宅介護者等を大きく位置づけ、「介護離職ゼロ」や「仕事と介護

の両立」について、具体的な方針を打ち出す。 

例）在宅介護者への相談・支援体制の強化。 

  介護休業・介護休暇の取得しやすい職場環境の整備や、「働き方の改革」の推進。目玉

としての長時間労働の是正。「総労働時間」を抑制するため、時間外労働を労使で定め

る「36（サブロク）協定」において、健康確保において望ましくない長時間労働（月

80 時間の時間外労働）を設定した事業者などへの指導強化を行うとした1。 

⇒「仕事と介護の両立」「介護離職ゼロ」といった耳触りの良いフレーズを用いながら進め

られてはいるものの、実際に行われている政策は、公的介護サービスの制限や負担増に

よるアクセスハードルの引き上げ。その受け皿として在宅介護者やボランティアに無償

の担い手としての役割を求める傾向が強い（自助・互助・共助・公助論）。 

⇒このような流れは、社会保障費を抑制する中で、市民に賃労働者としての役割（企業等

における生産への貢献・経済成長への寄与）や在宅介護者の役割双方をよりいっそう求

める「仕事と介護の両立」であり、その実現を追求すればするほど市民に疲弊をもたら

す性格が強いと言える2。 

 

（２）地域における要介護者・在宅介護者の疲弊 

このような政策動向の中で、在宅介護をする家族等の健康や生活が脅かされてきている

ことが近年、明らかにされている。たとえば、［井口，2014］［井口，2017a］は、地方都市

における量的住民生活調査から、介護保険サービスや家族介護にカバーされていない「潜

在的要介護者」が多く存在する現状や、在宅介護者が介護に携わっていない他の集団と比

べ、健康悪化や疲弊が進んでいること、住民が国や自治体の責任による公的介護サービス

の拡充を強く望んでいること等を明らかしている。 

 

（３）日本の在宅介護、介護人材政策の課題 

                                                  
1 その後改革案は、最大月 100 時間まで残業を認めるなど、極めて低劣な水準にとどまっ

ている。 
2 「自由民主党憲法改正草案」（2012 年）は、憲法 25 条 2 項の国による「すべての生活部

面」に関する社会保障等の向上増進義務を、「あらゆる側面」からの支援に後退させ、同時

に家族について規定する 24 条に関して、家族構成員に助け合いの義務を課すことを提案し

ている。人権としての社会保障を解体する中で、その受け皿として家族の扶養義務をより

強く求めていく思惑が非常に明確に示されている。 
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介護にあたっては、ある人がその人の親密なパートナー等の介護をする権利、「ケアする

権利」を実現するべきだという議論がある［Daly，2001］。そのような議論が重視している

のは、日々過酷な生活環境の中で、公的介護サービスの抑制により、家族で介護せざるを

得ない状況の中で疲弊していく人々も存在することから、「ケアしない権利」を同時に実現

することが大前提だということである。すなわち生活や介護に関する選択権を保障するこ

とが不可欠である。 

在宅介護者が疲弊し健康状態が悪化している状況、もしくはそれを放置し、加速させか

ねない政策が、在宅介護者の健康権侵害であるという認識はまだまだ十分になされていな

いのが日本の現状である3。 

 

２ フィンランドの親族介護支援制度の背景と概要 

日本は日本の状況の改善への示唆を得るため、フィンランドの親族介護支援制度につい

て考察する。日本で同政策について紹介・分析した主要文献としては、［笹谷，2013］。 

同書は、フィンランドの高齢者ケアに関する諸施策について、その内容や背景について

広範に整理し紹介した労作である。本稿では、笹谷の知見に加え、筆者らが独自に行った

フィンランドにおける現地ヒアリング調査等を基にしながら、笹谷の知見を一部批判的に

検討しつつ、フィンランドの親族介護支援策の内容と性格及び日本への示唆について検討

する。 

 

（１）親族介護支制度形成の背景 

①フィンランドにおける高齢者ケア保障制度の確立（1970 年代～80 年代中葉頃） 

・1960 年代～70 年代頃、国内の産業構成の変化（1 次産業の衰退や 3 次産業の発展）や都

市化、農村部の衰退により、保育や高齢者介護制度の整備の必要性。 

・1970 年代～80 年代にかけて、一定の社会保障制度の整備が進行。 

1970 年、法律から両親や祖父母のケアに関する子供の義務削除。 

1977 年、配偶者相互のケアの義務が削除され、自治体にケアの義務が移行。［笹谷，p.101］ 

・1982 年、社会サービス法の制定。これによりすべての市民が自治体からケアに関するフ

ォーマルサービスを受ける権利が制度上保障されることとなった（訪問看護、ホームヘ

ルプ、配食や移動サポート、在宅介護手当等）。 

・1984 年には、保健福祉国家補助金改革（VALTAVA 改革）により、自治体の保健福祉サー

ビスの開発や提供に関する費用を国が補助する仕組みの構築。 

高齢者、障害者、長期療養者の在宅介護支援（とりわけ在宅介護手当の支給）を規定。 

・1970 年代から 80 年代にかけて政権を担っていた中央党および社会民主党といった中道お

よび左派政権による成果。 

 

②福祉国家の再編と親族介護支援制度の登場 

                                                  
3 日本国憲法や国際人権規約「経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約」（第 1 規

約）は国家に対し、「健康権（right to health）」（憲法 25 条および国際人権規約第 1 規約

12 条）や、社会保障の後退禁止＝向上増進義務（憲法 25 条 2 項、国際人権規約第 1 規約 2、
9、11 条等）を課している。 
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・1991 年のソ連崩壊等による貿易量の減少は、財政の悪化（負債の増大）、失業率の増大（93

年には約 20％に上昇）、金融危機（銀行・企業の倒産）などをひきおこした。95 年に

は国家経済の立て直しとして大幅な緊縮財政が実施された［ハイキオ,2003］。 

⇒1990 年代以降のフィンランドにおけるケア政策は、大きな方針転換。 

  ＝自治体等による従来の公的サービスの縮小と、その代替としての家族等によるイン

フォーマルケアの増加［Anttonen,2001:pp.154-158］。 

・1993 年の社会サービス法改正および「両親介護に関する政令」の制定。 

在宅介護者に関する親族介護支援サービスを政令として独立させ、親族介護者へ自治

体から支払われる親族介護報酬と、独自の在宅ケア支援サービス（娯楽や相談）の供給

を自治体の義務として定めた。 

・2005 年、親族介護支援法制定（2006 年施行）。 

1993 年以来、親族介護者に介護報酬を支払う支援制度は徐々に普及してきたが、自治

体ごとに水準がまちまちであった。同法により、自治体ごとにサービスの異なる状況を

ユニバーサル化した。 

 

構図： 

北欧型福祉国家の理念であった専門職等による公的サービスの領域でのユニバーサリズム

の抑制、縮小 ⇒ インフォーマルケア領域を公的サービス領域に取り込み、その次元で

ユニバーサル化。 

 

③介護休業の法定化（2011 年） 

・フィンランドは、近年まで、労働者の介護休業制度が存在しなかった。 

 理由：1970 年代以降の社会福祉サービス提供の自治体の義務化の流れの中で、高齢者や

家族のケアは、自治体の責任であるという一定の社会的合意が形成されてきた

こと。また、仮に労働者が家族介護をする状況となったとしても、その他の休

業制度群がそれらの役割を果たしてきたこと、など。 

・2011 年には労働契約法が改正され、介護休業の規定が明確化された。内容は、無給、最

大 3 年、現職復帰、親族の定義の拡大、雇用者に代理人を雇うことの義務化、親族介護

手当受給者でも取得可能といったもの。 

  

（２）親族介護支援制度の仕組み4。 

①制度の目的と理念 

・親族介護支援法第 1条・・・「この法律は、充分な社会、保健医療のサービスおよび介護

の継続性や親族介護者の仕事の支援を確保することによって、被介護者の利益に沿った

親族介護の実現を推進することを目的とする。」 

＝被介護者の利益にかなった親族介護の実現＋親族介護者の在宅介護という「仕事」の

                                                  
4 以下、親族介護支援法の条文については、河田舜二（妙訳）ならびに［笹谷，2013：p.109
～112］に基づく。制度詳細については、筆者らが行ったフィンランド・ポルヴォー市高齢

者サ－ビス局、および親族介護支援制度利用者当事者ヒアリング（2016 年 5 月 31 日）に

基づく。 
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支援の確保。 

②親族介護契約－業務請負契約 

・同制度では、ケア保障の責任が曖昧にならないよう、親族介護者と自治体の間で親族介

護契約が交わされる5。介護という業務を行う対価として、介護報酬が支払われる。 

・飽くまでも公的サービスの一環として、親族介護を位置づけ。介護の内容は、要介護者

が必要としているニーズを満たし得る内容でなければならない。その意味では、本来自

治体や専門職が提供するべき介護サービスを、親族介護者が自治体から業務を請負って

行う形態と整理することができる（業務請負）6。 

  

③親族介護者による介護提供までの流れ 

・親族介護契約を結ぶ際には、被介護者と親族介護者の合意の上で策定された「介護・サ

ービス計画」を添付しなければならない7。 

・加えて、親族介護契約にあたっては、親族介護者の健康にも配慮が行われている。親族

介護契約の際には、親族介護者が要介護者の生活上充分な介護をできるかを判断するた

めに、医師による診断が行われる。 

 

④親族介護報酬 

・同制度の枠組みでは、親族介護者には自治体から介護報酬が支払われる。介護報酬は、

要介護者の介護の頻度によって異なる。 

例）筆者らがヒアリングを行ったポルヴォー市の場合8 

第 1 段階（終日 24 時間介護が必要な場合）・・・月 750 ユーロ 

（≒フィンランドの最低生活保障費額相当） 

第 2段階（親族介護者がある程度一人の時間を持てる場合）・・・月 460 ユーロ 

第 3段階（ターミナルケアに相当）（特別給付）・・・月 880 ユーロ 

⑤介護休暇 

・親族介護支援法では、親族介護者の余暇や良好な状態を維持するために、休日の取得の

                                                  
5 親族介護契約には、おおよそ、以下の点が含まれなければならない。1）介護報酬額と支

払い方法、2）休日の権利について、3）休日の算段について、4）一時（有期）的な契約の

場合の契約期間について、5）親族介護者自身による理由、あるいは被介護者の健康上以外

の理由によって介護が中断される場合の介護報酬支払いの規定について。 
6 親族介護支援法第 10 条は、「親族介護者は、契約をおこなった自治体、被介護者、被介護

者の保護者と『労働契約法』にもとづく雇用関係にあるものではない。」としている。すな

わち、親族介護者は法的には、雇用関係の下におかれた労働者ではなく、要介護者の必要

な介護サービスを提供するという業務（仕事の完成）を自治体から請け負う、業務請負の

形態としてみなすことができる。ただし、自治体は親族介護者に対し労災災害保険法に基

づく保険を掛けることが義務付けられている。 
7 また、これには少なくとも以下の内容が明示されていなければならない。1）親族介護者

の行う介護の量と内容、2）被介護者が必要とする社会福祉・保健医療サービスの量と内容、

3）親族介護を支援する社会サービスの量と内容、4）介護者の休日あるいは他の用事（保

健医療上の通院その他の外出）で介護ができない場合の代替介護の方法。 
8 2016 年 5 月現在。フィンランド・ポルヴォー市高齢者サ－ビス局ヒアリング（2016 年 5
月 31 日）より。 
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権利についても規定している（法定上月 3日）。親族介護者が休日を取る際は、要介護者

はサービスハウスでケアするなどの代替措置が取られる。 

 

⑥家事支援サービス 

・親族介護支援制度では、家事支援サービスに関する給付がある。親族介護者は介護をし

ている間、買い物や掃除などの家事に時間が割けない。その際は家事代行業者にそれを

代行してもらう仕組みとなっている。 

 

⑦要介護者のケア保障と親族介護者の健康権保障 

・親族介護支援法は、第 3条において、親族介護支援の受給条件について、「介護者の健康

や活動能力が親族介護に課せられた要求を満たすことができる場合」「その他の必要な社

会福祉・保健医療サービスを伴う親族介護が被介護者の福祉、健康や安全の観点から十

分な措置である場合」という条件を規定。 

・同法 9 条も「もし契約の継続が被介護者あるいは介護者の健康または安全を阻害すると

見なされる場合には、契約当事者双方は契約を即時解消することができる。」と規定。 

 

（３）フィンランドの親族介護制度の特徴と課題 

①親族介護支援制度は自治体との業務委託・請負契約関係を規定するものであり、そこで

の親族介護は公的サービスの一環として行われている（≠ボランティア・無償奉仕）。 

 ⇒要介護者の十分なケア保障の遂行が前提。 

契約関係の中で親族介護者には契約内容通りのケアをする義務。 

自治体には介護報酬の支払いや、親族介護者の状態に配慮をする義務。 

 ⇒親族介護者が家庭内で行うケア＝「労働」「仕事」。 

②ケアの義務の「再編成」 

・1970 年代、法的に家族内での扶養的ケアの義務削除。 

 →90 年代以降の新自由主義的改革路線の下でも、復古的に家族による無償のケアの逆戻

りすることは不可。 

→準市場（介護報酬による請負料金の公定、親族介護をするにあたっての一定の要件の

設置）の中で経済主体同士の契約上の義務（業務請負等）として再編成。 

③親族介護者の健康状態についての配慮を求める、健康権保障の役割が組み込まれている

こと。 

④介護報酬額の低位性、法的に定められている休日の少なさや未消化（月 3日）。専門職で

はない親族介護をする側に、中にはかなりの負担およびプレッシャーを与えている様子

が窺われる。 

  

３ フィンランドにおける 1990 年代以降の親族介護支援政策の評価 

 フィンランドの親族介護支援制度の構築の背景には、1990 年代以降の経済不況における

社会保障制度・財政の効率化や財政抑制の思惑が強い。90年代から2000年代以降にかけて、

政権において右派政党の勢力が強まっていく中、社会保障費抑制圧力の下で、公的ケアサ

ービスを介護保障の主力として強化するのではなく、親族介護を公的サービスの一環とし

─  40  ─



 
 

て位置付ける形で、その下に取り込んで補完することを試みてきた。社会保障費抑制の思

惑と、他方で市民による在宅介護制度充実の要求がせめぎ合う中で、妥協の産物として同

制度は形成されてきていると言える。 

 笹谷は、1990 年代以降、イギリスやアメリカ、日本においては新自由主義的政策動向の

中で施設ケアから在宅ケアへの移行、サービス供給の多元化を伴う公的責任の縮小化、福

祉の市場化・インフォーマル化といった施策が実施されたが、フィンランドの福祉国家再

編はそれとは異なり、北欧福祉国家の理念であるユニバーサリズムという公的責任は堅持

されたと評価している［笹谷，2013：p.23］。 

しかし筆者らはその評価については若干の疑問を持たざるを得ない。理由は以下である。

1990 年代のフィンランドの状況については、社会保障抑制路線の中、施設ベッド数等、公

的サービスを減少させる中で、代わりに家族等のインフォーマルケアが増加してきたこと

が一定の危惧を持って指摘されてきた［Anttonen,2001:p.154］。 

もちろんこの事実は、別の見方をすれば、北欧福祉国家におけるノーマライゼーション

追求の結果として肯定的に受け止めることもできる。ただ、それだけで済ませることはで

きないと考える。 

ここで、2000 年代以降の動向も含めてフィンランドにおける親族介護支援制度によるサ

ービスの提供量と、従来の自治体や専門職による公的ケアサービス提供量との関係を見て

みよう。まず、図表 1 は親族介護支援制度により自治体と請負契約を結んでいる親族介護

者数の推移である。1993 年以降、親族介護支援制度の下で業務請負によるサービス提供を

行う族介護者は、増加傾向にある。 

 

図表 1 親族介護支援制度利用者数（自治体と請負契約を結んだ者）の推移     （人） 

 

（出所）フィンランド national institute for health and welfare, http://www.tilast

okeskus.fi/index_e n.html（2017 年 11 月 25 日最終閲覧）より作成。 

 

 他方、それ以外の公的介護サービスは減少・抑制傾向にある。図表 2 は、75 歳以上人口

における公的サービスの利用者率の推移である。まず、「在宅サービス利用者」は、2000 年

代後半に一時盛り返しの時期はあるものの、90 年代から今日にかけてサービスは減少傾向
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にある。 

「老人ホーム及びヘルスセンター長期療養病棟入所者」については、2000 年以降、ノー

マライゼーションの流れもあって減少し、「サービスハウス（24 時間ケア）」がそれを代替

する傾向にある。ただし、両者の合計は、2000～2010 年頃までは何とか一定水準を維持し

ていたものの、それ以降大きく低下する流れにある。 

 

 

図 表 2  75 歳 以 上 人 口 に お け る サ ー ビ ス 別 利 用 者 率 の 推 移        

（％） 

 

（注） 「老人ホーム及びヘルスセンター長期療養病棟入所者」および「サービスハウス（24

時間ケア）入居者は、12 月 31 日時点の実績。「在宅サービス利用者」は 11 月 30

日時点の実績。 

（出所）フィンランド national institute for health and welfare, http://www.tilast

okeskus.fi/index_en.html（2017 年 11 月 25 日最終閲覧）より算出。 

 

フィンランドの福祉制度は北欧福祉国家のノーマライゼーション、「施設から在宅へ」と

いう路線の一つのモデルとして紹介される。大規模施設の減少自体は、要介護者の住環境

等に関する尊厳の実現にとって積極的な評価はできる。ただ、ここで注意しなければなら

ないのは、大規模施設を縮小し、居住型・在宅型の公的ケアへ再編していく動きはみられ

るが、その中で、同時に従来の専門職等による公的ケアが全体的に縮小してきている様子

が確認できることである。 

代わりに役割が求められているのが親族介護である。親族介護支援制度においては、親

族介護者に様々な配慮がされているとはいうものの、介護報酬は低額でかつ休日も月にわ

ずか 3 日という内容であり、親族介護者への相当なプレッシャーが生じていることが窺え

る。施設やサービスハウスにおける専門職による 24 時間介護サービスの減少は、請負の親
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族介護者らの介護の長時間化や労働強化をもたらしている可能性がある。 

また、図表 1 の親族介護支援制度による請負件数の増加は、到底先述の従来の公的な施

設・在宅サービスの減少をカバーする水準には到底及んでいない。よって、そのしわ寄せ

は、親族介護者の中で大多数を占める同制度を利用していない親族介護者層や労働者層に

も及ばざるを得ない状況が生じている可能性が非常に高い。 

 

おわりに 要介護者・在宅介護者双方の健康権を保障する介護制度への課題 

親族介護支援制度をはじめとするケア制度に関しては、政権及び政党や当事者団体等の

間で様々な議論があり、その葛藤の中で、フィンランドのケア制度は形作られてきた。近

年、介護休業が法定化されるなど親族や労働者層に介護の役割を求める動きは一層強まっ

ているが、今後どのような展開を見せていくかは予断を許さない状況にあると言える。 

今後の研究課題としては、実際に親族介護制度を利用している人々、もしくはそれでカ

バーされない人々、統計上数字に表れてこない人々の状況等がどのようなものであるか（生

活や健康状態等の実像）をより丁寧にとらえる作業が不可欠である。親族介護者の実態や

抱えるニーズは、日本におけるそれと同様、フィンランドにおいても政府統計で把握でき

ない点が多々あり、実態が非常に見えづらい。制度に掲げる理念が実際にどの程度実現さ

れているのか、もしくは公的ケアの抑制が要介護者や親族介護者にどのような影響を及ぼ

しているのかについては今後より詳細に考察し、慎重な評価が必要である。 

ただ、フィンランドにおける親族介護支援制度は、1990 年代以降の深刻な経済・財政危

機における苦肉の策ではあるものの、法の人権規定に基づいて要介護者や親族介護者の健

康状態に関する権利に多大な配慮を行おうと試みている姿勢は評価できよう。 

他方、日本においては日本国憲法第 25 条や国際人権規約「経済的、社会的及び文化的権

利に関する国際規約」に規定されている社会保障後退禁止原則や「健康権」を実現する国

家の法的義務は存在しているが、行政、司法がその実現を誠実に追求する状況には至って

いない。 

2000 年代以降、日本の大企業や株主等は、膨大な内部留保及び海外資産を形成し続けて

いる。日本の国は、社会保障制度を維持・拡充するための経済力が十分にある中で、社会

保障の後退・抑制施策を展開しており、憲法や国際人権規約等で規定されている社会保障

に関する権利や健康権実現の義務を果たすために努力をしているとは到底言い難い[井口，

2017b]。法律の規定している理念と、現実の経済社会状況、在宅介護者や要介護者等の当

事者のニーズに基づいた合理的な介護保障政策が求められる。 

 

本報告は、科学研究費補助金事業・基盤 C（課題番号 15K13911、研究代表者：森山治）

および若手 B（課題番号 16K17260、研究代表者：井口克郎）の成果である。  
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